
参 考 資 料 １ － １

北 海 道 商 工 業 振 興 審 議 会 条 例

（ 昭 和 37年 条 例 第 28号 ）

最 終 改 正 平 成 25年 ３ 月 29日 条 例 第 14号

（ 設 置 ）

第 １ 条 商 工 業 の 振 興 に 関 す る 総 合 的 な 対 策 を 樹 立 し 、 そ の 円 滑 な 推 進 を 図

る た め 、 知 事 の 附 属 機 関 と し て 、 北 海 道 商 工 業 振 興 審 議 会 （ 以 下 「 審 議 会

」 と い う 。 ） を 置 く 。

（ 所 掌 事 項 ）

第 ２ 条 審 議 会 は 、 商 工 業 の 振 興 に 関 す る 重 要 事 項 に つ き 、 知 事 の 諮 問 に 応

じ 調 査 審 議 す る ほ か 、 必 要 に 応 じ 知 事 に 意 見 を 具 申 す る も の と す る 。

（ 組 織 ）

第 ３ 条 審 議 会 は 、 委 員 15人 以 内 で 組 織 す る 。 た だ し 、 特 別 の 事 項 を 調 査 審

議 さ せ る た め 必 要 が あ る と き は 、 審 議 会 に 特 別 委 員 を 置 く こ と が で き る 。

２ 委 員 及 び 特 別 委 員 は 、 関 係 行 政 機 関 の 職 員 及 び 学 識 経 験 者 の う ち か ら 、

知 事 が 任 命 し 、 又 は 委 嘱 す る 。

３ 委 員 の 任 期 は ２ 年 と し 、 補 欠 委 員 の 任 期 は 、 前 任 者 の 残 任 期 間 と す る 。

た だ し 、 再 任 を 妨 げ な い 。

４ 知 事 は 、 特 別 の 理 由 が あ る と き は 、 任 期 中 で あ っ て も 、 委 員 を 解 任 し 、

又 は 解 嘱 す る こ と が で き る 。

５ 特 別 委 員 は 、 当 該 事 項 の 調 査 審 議 が 終 了 し た と き は 、 解 任 さ れ 、 又 は 解

嘱 さ れ る も の と す る 。

（ 会 長 及 び 副 会 長 ）

第 ４ 条 審 議 会 に 会 長 及 び 副 会 長 を 置 く 。

２ 会 長 及 び 副 会 長 は 、 委 員 が 互 選 す る 。

３ 会 長 は 、 審 議 会 を 代 表 し 、 会 務 を 総 理 す る 。

４ 副 会 長 は 、 会 長 を 補 佐 し 、 会 長 に 事 故 が あ る と き は 、 そ の 職 務 を 代 理 す

る 。

（ 部 会 ）

第 ５ 条 審 議 会 に 専 門 的 事 項 を 調 査 審 議 さ せ る た め 、 必 要 に 応 じ 、 部 会 を 置

く こ と が で き る 。

（ 規 則 へ の 委 任 ）

第 ６ 条 こ の 条 例 の 施 行 に 関 し 必 要 な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。

附 則

１ こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

２ 次 の 条 例 は 、 廃 止 す る 。

(１ ) 北 海 道 商 工 業 振 興 対 策 委 員 会 条 例 （ 昭 和 28年 北 海 道 条 例 第 ９ 号 ）

(２ ) 北 海 道 合 理 化 金 融 審 査 委 員 会 条 例 （ 昭 和 28年 北 海 道 条 例 第 10号 ）

附 則 （ 昭 和 47年 ４ 月 ３ 日 条 例 第 13号 ）

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

附 則 （ 平 成 10年 ７ 月 １ 日 条 例 第 33号 抄 ）

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

附 則 （ 平 成 21年 ３ 月 31日 条 例 第 15号 抄 ）

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

附 則 （ 平 成 25年 ３ 月 29日 条 例 第 14号 ）

こ の 条 例 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。



参 考 資 料 １ － ２

北 海 道 商 工 業 振 興 審 議 会 条 例 施 行 規 則
（ 昭 和 38年 規 則 第 13 1号 ）
最 終 改 正 平 成 2 5年 ３ 月 29日

（ 趣 旨 ）
第 １ 条 こ の 規 則 は 、 北 海 道 商 工 業 振 興 審 議 会 条 例 （ 昭 和 37年 北 海 道 条 例 第
28号 ） 第 ６ 条 の 規 定 に 基 づ き 、 北 海 道 商 工 業 振 興 審 議 会 （ 以 下 「 審 議 会 」
と い う 。） の 運 営 に 関 し 必 要 な 事 項 を 定 め る も の と す る 。

（ 会 議 ）
第 ２ 条 審 議 会 の 会 議 は 、 会 長 が 招 集 す る 。
２ 審 議 会 は 、 委 員 及 び 議 事 に 関 係 の あ る 特 別 委 員 の ２ 分 の １ 以 上 が 出 席 し
な け れ ば 、 会 議 を 開 く こ と が で き な い 。

（ 会 長 及 び 副 会 長 に 事 故 が あ る と き の 代 理 ）
第 ３ 条 会 長 及 び 副 会 長 共 に 事 故 が あ る と き は 、 会 長 が あ ら か じ め 指 名 し た
委 員 が 会 長 の 職 務 を 代 理 す る 。

（ 表 決 ）
第 ４ 条 会 議 の 議 事 は 、 出 席 し た 委 員 及 び 議 事 に 関 係 の あ る 特 別 委 員 の 過 半
数 で 決 し 、 可 否 同 数 の と き は 、 会 長 の 決 す る と こ ろ に よ る 。

（ 部 会 ）
第 ５ 条 部 会 は 、 専 門 的 事 項 の 調 査 審 議 の た め 審 議 会 が 必 要 と 認 め た と き 、
そ の 都 度 置 く 。

２ 部 会 は 、 審 議 会 か ら 付 託 さ れ た 事 項 に つ い て 調 査 審 議 す る も の と す る 。
３ 部 会 は 、 会 長 の 指 名 す る 委 員 及 び 特 別 委 員 を も っ て 組 織 す る 。

（ 部 会 長 ）
第 ６ 条 部 会 に 部 会 長 を 置 き 、 部 会 に 属 す る 委 員 及 び 特 別 委 員 の う ち か ら 互
選 す る 。

２ 部 会 長 は 、 部 会 を 代 表 し 、 部 会 の 議 事 そ の 他 の 事 務 を 処 理 す る 。
３ 部 会 長 に 事 故 が あ る と き 、 又 は 部 会 長 が 欠 け た と き は 、 部 会 に 属 す る 委
員 及 び 特 別 委 員 の う ち か ら 部 会 長 が あ ら か じ め 指 名 し た 者 が そ の 職 務 を 代
理 す る 。

４ 第 ２ 条 及 び 第 ４ 条 の 規 定 は 、 部 会 の 会 議 に つ い て 準 用 す る 。 こ の 場 合 に
お い て 、こ れ ら の 規 定 中「 審 議 会 」と あ る の は「 部 会 」と 、「 会 長 」と あ る
の は「 部 会 長 」と 、「 委 員 及 び 議 事 に 関 係 の あ る 」と あ る の は「 部 会 に 属 す
る 委 員 及 び 」 と 読 み 替 え る も の と す る 。

５ 部 会 長 は 、 付 議 事 項 に つ い て 調 査 審 議 し た と き は 、 そ の 結 果 を 審 議 会 に
報 告 し な け れ ば な ら な い 。

（ 会 長 へ の 委 任 ）
第 ７ 条 こ の 規 則 に 定 め る も の の ほ か 、 審 議 会 の 議 事 そ の 他 の 運 営 に 関 し 必
要 な 事 項 は 、 会 長 が 審 議 会 に 諮 っ て 定 め る 。

附 則
こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
附 則 （ 昭 和 41年 ４ 月 １ 日 規 則 第 22号 ）
こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
附 則 （ 平 成 22年 ３ 月 24日 規 則 第 17号 抄 ）
（ 施 行 期 日 ）
１ こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
附 則 （ 平 成 25年 ３ 月 29日 規 則 第 31号 ）
こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。
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「北海道小規模企業振興条例」の解説

（趣旨）

経済部地域経済局中小企業課
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前文

道内の企業数の約９割を占める小規模企業は、地域の経済及び雇用を支える重要な担い

手であり、地域経済の健全な発展と地域社会の安定に必要不可欠な存在である。

しかしながら、本道においては、全国を上回るスピードで少子高齢化が進行しているこ

とにより、生産活動及び消費活動の両面での深刻な影響が懸念され、さらに、小規模企業

においては、需要の減退による競争の激化や後継者の不在などにより、その取り巻く環境

は極めて厳しい状況にある。

こうした状況の下では、小規模企業者のみならず、国、道、市町村、小規模企業関係団

体などの全ての関係者が危機感を共有し、経済社会情勢の変化に的確に対応しながら、一

体となって地域の小規模企業の持続的な発展を図っていくことが先人たちから継承してき

た私たちのふるさとを将来に引き継いでいく上で極めて重要である。

このような考え方に立って、小規模企業の振興を通じ、地域経済の活性化及び安心して

暮らし続けることができる地域社会の実現に寄与するため、道民の総意としてこの条例を

制定する。

【解 説】

◆ 前文は、条例本体の前に置かれ、具体的な規範（行動等の基準）を定めたものではあり

ませんが、本条例を制定する背景や条例の目的などを明らかにし、条例全般にわたり各条

文の解釈・運用上の基準となるものです。

◆ 条例制定の背景として、道内の企業数の約９割を占める小規模企業は地域の経済と雇用

を支える重要な担い手であること、その小規模企業は厳しい経営環境にあること、北海道

は全国を上回るスピードで少子高齢化が進行していることを明らかにしています。

◆ この状況を踏まえ、私たちのふるさとを将来に引き継いでいくためには、小規模企業者

だけではなく、国、道、市町村、関係団体など全ての関係者が危機感を共有し、一体とな

って地域の小規模企業の持続的な発展を図っていくことが極めて重要であることを示して

います。

◆ 以上のような考え方を基本として、小規模企業の振興を通じ、地域経済の活性化及び安

心して暮らし続けることができる地域社会の実現に寄与することを目的として、道民の総

意で条例を制定することを示しています。

【参 考】

◆ 道内151,402社の民間企業のうち、99.8％が中小企業で、うち85.2%を小規模企業

が占めています。

〈中小・小規模企業数(201４年)〉 （201６年版中小企業白書による）

区 分 中小企業 うち小規模企業 大企業 合 計
（中小企業に占める割合）

北 海 道 15１,123(99.8) 128,686(85.2) 279( 0.2) 151,402(100.0）

全 国 3,809,228(99.7) 3,252,254(85.４) 11,110( 0.3) 3,820,338(100.0）
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第1章 総 則

この章では、本条例の目的や用語の定義のほか、小規模企業の振興に当たっての基本理念と

ともに、道の責務やその他関係者の役割等を規定しています。

（目的）

第１条 この条例は、小規模企業の振興に関し、基本理念を定め、並びに道の責務並びに

小規模企業者、小規模企業関係団体、金融機関、大学等及び小規模企業者以外の事

業者（その事業に関し小規模企業者と関係がある事業者に限る。第3条第2項及び

第9条において同じ。）の役割等を明らかにするとともに、道の施策の基本となる

事項を定めることにより、小規模企業の振興に関する施策を総合的に推進し、もっ

て地域経済の活性化及び地域社会の持続的な発展に資することを目的とする。

【解 説】

本条では、本条例の目的を規定しています。

◆ 本条例は、小規模企業の振興に関する施策を総合的に推進し、地域経済の活性化と地域

社会の持続的な発展に資することを目的としています。

◆ この目的を達成するためには、本道における小規模企業の振興を小規模企業者自身をは

じめとする関係者が一体となり進めていくことが重要であることから、第３条以下におい

て、小規模企業振興の基本理念を定め、条例の制定主体である道の責務や関係者の役割等

を明らかにするとともに、道の施策の基本となる事項を定めることとしています。

◆ 後述（第９条）のとおり、小規模企業者以外の事業者とは、大企業及び中堅企業（小規

模企業者以外の中小企業者）を意味します。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

(1) 小規模企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第５項に規定す

る小規模企業者であって、道内に事業所を有するものをいう。

(2) 小規模企業関係団体 商工会、商工会議所その他の小規模企業者の支援に関係する

団体をいう。

(3) 大学等 大学及び高等専門学校その他試験研究機関をいう。

【解 説】

本条では、本条例の中で用いられる用語のうち、必要なものを定義しています。

《第１号》

◆ 本号は、この条例における「小規模企業者」の範囲を定めたものであり、中小企業基本

法及び小規模企業振興基本法の「小規模企業者」の範囲と同様としています。会社のみな

らず、従業員の要件を満たす個人事業主を含みます。

◆ 道内に本社を有する企業はもとより、道外に本社を有する企業であっても、道内に事業

所（営業拠点や工場等）を有する場合には、地域の経済や雇用に一定の役割を有している

と考えられることから、「道内に事業所を有するもの」と規定しています。
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中小企業基本法

（中小企業者の範囲及び用語の定義）

第二条 この法律に基づいて講ずる国の施策の対象とする中小企業者は、おおむね次の各号に掲げる

ものとし、その範囲は、これらの施策が次条の基本理念の実現を図るため効率的に実施される

ように施策ごとに定めるものとする。

５ この法律において「小規模企業者」とは、おおむね常時使用する従業員の数が二十人（商業

又はサービス業に属する事業を主たる事業として営む者については、五人）以下の事業者をい

う。

小規模企業振興基本法

（定義）

第二条 この法律において「小規模企業者」とは、中小企業基本法第二条第五項に規定する小規模企

業者をいう。

【参 考】

◆ 農林漁業者なども、中小企業基本法の要件を満たせば同法上の小規模企業者となります。

ただし、個別の法律では定義が異なる場合があります。

《第２号》

◆ 本号は、この条例における「小規模企業関係団体」の範囲を定めたものです。

なお、「その他の小規模企業者の支援に関係する団体」とは、商工会や商工会議所以外

の各種の商工団体をはじめとする、小規模企業支援に係るさまざまな団体を含み、例えば

北海道商工会連合会、（一社）北海道商工会議所連合会、北海道中小企業団体中央会、北

海道商店街振興組合連合会、（公財）北海道中小企業総合支援センター、（一社）北海道

中小企業家同友会などを想定しています。

《第３号》

◆ 本号は、この条例における「大学等」の範囲を定めたものです。

◆ 「大学」には短期大学を含み、また「その他試験研究機関」とは、試験研究に関する独

立行政法人や地方公共団体の試験研究機関などを想定しています。



- 4 -

（基本理念）

第３条 小規模企業の振興は、小規模企業が地域の経済及び雇用を支える担い手であり、

地域社会において重要な役割を担っていることに鑑み、その事業の持続的な発展が

図られるよう、小規模企業の経営環境及び経営実態その他地域の実情に応じて総合

的に推進されなければならない。

２ 小規模企業の振興は、国、道、市町村、小規模企業者、小規模企業関係団体、金

融機関、大学等及び小規模企業者以外の事業者の適切な役割分担の下に、一体的に

推進されなければならない。

３ 小規模企業の振興に当たっては、小規模企業者がその経営資源（設備、技術、個

人の有する知識及び技能その他の事業活動に活用される資源をいう。第11条第１

号において同じ。）を有効に活用し、その活力の向上が図られ、円滑かつ着実な事

業の運営が確保されるよう考慮されなければならない。

４ 小規模企業の振興に当たっては、個別の小規模企業の経営の規模及び形態を踏ま

え、その主体性が十分に発揮されるよう配慮されなければならない。

【解 説】

本条では、小規模企業の振興を図る上での基本的な考え方を規定しています。

《第1項》

◆ 小規模企業の振興は、小規模企業が、本条例の前文で明らかにしているとおり、地域の

経済と雇用を支える担い手であり、地域社会で重要な役割を担っていることを考え合わせ

ると、小規模企業の事業の「持続的な発展」が図られるように、小規模企業を取り巻く経

営環境（外国為替相場や原材料・燃料価格の変動等全国規模の要因）、経営実態（資金や

経営資源などの確保が困難であることなど）及び地域の実情（地域の急速な人口減少、後

継者不在率の最も高い地域であること、地域への大型店の進出や地域経済を支える特定産

品の不漁・不作等地域特有の状況）などに応じて総合的に推進されなければならないとい

う基本的な考え方を示すものです。

《第２項》

◆ 小規模企業の振興は、行政機関及び関係団体、金融機関等、小規模企業の振興に関わる

者のそれぞれの専門分野を活かした適切な役割分担のもと、一体的に推進されなければな

らないという基本的な考え方を示すものです。

◆ なお、道の責務や小規模企業関係団体など関係者の役割などについては、第4条から第

10条までにおいて規定しています。

《第3項》

◆ 小規模企業は設備や技術など経営資源の確保が、大企業などと比べて困難な部分がある

ことから、小規模企業の振興に当たっては、施策の展開などにおいて、その経営資源を有

効に活用し、活力の向上を図り、円滑かつ着実な事業の運営が確保されるよう考慮しなけ

ればならないという基本的な考え方を示すものです。

経営資源については、中小企業基本法第２条第４項の定義を参考としています。

《第4項》

◆ 小規模企業の振興を図るには、小規模企業の主体的な努力が重要であることから、小規

模企業の振興に当たっては、個別の小規模企業の経営の規模や形態を考慮した上で、その

小規模企業の主体性が発揮できるよう配慮するという基本的な考え方を示すものです。
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（道の責務）

第４条 道は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、小規模

企業の振興に関する総合的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

２ 道は、前項の施策を推進するに当たっては、国、市町村、小規模企業者、小規模

企業関係団体、金融機関及び大学等と緊密な連携を図るものとする。

３ 道は、小規模企業が地域経済の活性化及び道民生活の向上に貢献し、並びに地域

社会において重要な役割を担っていることについて、道民の理解を深めるよう努め

なければならない。

【解 説】

本条では、条例の制定主体である道の責務について規定しています。

《第1項》

◆ 道は、第３条において規定する基本理念にのっとり、第２章において規定する小規模企

業の振興に関する基本的施策を総合的に策定し、及び実施する責務を負っていることを示

しています。

《第２項》

◆ 道が第1項の施策を実施するに当たり、国、市町村、小規模企業者、小規模企業関係団

体、金融機関及び大学等と緊密な連携を図ることを示しています。

《第３項》

◆ 小規模企業の振興には、道民の皆様に、小規模企業の地域経済の活性化等への貢献や、

地域社会において担う重要な役割についてご理解を深めていただくことが必要であること

から、道は、道民の皆様にご理解を深めていただくよう、普及・啓発などを行うよう努め

ることを示しています。
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（小規模企業者の努力）

第５条 小規模企業者は、基本理念にのっとり、その事業の持続的な発展を図るため、円

滑かつ着実な事業の運営に努めるとともに、その事業活動を通じて地域の振興に資

するよう努めるものとする。

２ 小規模企業者は、その事業の持続的な発展に関し、地域における他の小規模企業

者、小規模企業関係団体、金融機関及び大学等と連携するよう努めるものとする。

【解 説】

本条では、小規模企業者自身の努力を規定しています。

《第1項》

◆ 小規模企業者は、第３条第１項において規定したとおり、地域の経済及び雇用を支える

担い手であり、地域社会において重要な役割を担っています。そのため、小規模企業者は、

基本理念にのっとり、自身の事業の円滑かつ着実な運営に努力すること、また、その事業

活動を通じて地域の振興に資するよう努力することを示しています。

《第２項》

◆ 小規模企業者が、他の小規模企業者や商工会・商工会議所などの小規模企業関係団体や

金融機関、大学等と連携することにより、単独では確保が困難な経営資源の確保に繋がり、

その事業の持続的な発展に資することから、他の主体と連携するよう努力することを示し

ています。

（小規模企業関係団体の役割）

第６条 小規模企業関係団体は、基本理念にのっとり、小規模企業の経営の改善及び向上

に資するよう小規模企業を積極的に支援するとともに、その支援に当たっては、他

の小規模企業関係団体及び金融機関等と相互に連携するよう努めるものとする。

２ 小規模企業関係団体は、国、道、市町村等が行う小規模企業の振興に向けた取組

に参画するよう努めるものとする。

【解 説】

本条では、小規模企業関係団体の役割を規定しています。

《第1項》

◆ 小規模企業関係団体は、基本理念にのっとり、相談や指導等を通じ、小規模企業の経営

課題等を把握し、解決に向けたきめ細やかな支援に積極的に取り組む役割があることを示

すとともに、複雑化・高度化した経営課題解決に向け、他の小規模企業関係団体や金融機

関等と連携するよう努める役割があることを示しています。

《第２項》

◆ 前項で規定したとおり、小規模企業関係団体は小規模企業を積極的に支援する役割があ

ることから、国や道、市町村が行う小規模企業の振興に関する取組に参画するよう努める

役割があることを示しています。
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（金融機関の役割）

第７条 金融機関は、基本理念にのっとり、小規模企業への円滑な資金の供給及び小規模

企業の経営の支援を行うとともに、小規模企業に対する支援及び協力を通じ、地域

経済の活性化に努めるものとする。

【解 説】

本条では、金融機関の役割を規定しています。

◆ 金融機関とは、銀行や信用金庫、信用協同組合など預貯金取扱金融機関、信用保証協会

法に基づく信用保証協会、株式会社日本政策金融公庫法に基づく日本政策金融公庫及び株

式会社商工組合中央金庫法に基づく商工組合中央金庫を指します。

◆ 金融機関の役割として、小規模企業への円滑な資金の供給及び経営支援に協力する役割

があることを示すとともに、小規模企業に対する支援及び協力を通じて地域経済の活性化

につなげていくよう努める役割があることを示しています。
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（大学等の役割）

第８条 大学等は、基本理念にのっとり、小規模企業者が行う新商品及び新技術の開発そ

の他の事業活動に関して必要な助言、研究成果の普及等を行うよう努めるものとす

る。

【解 説】

本条では、大学等の役割を規定しています。

◆ 大学等（大学及び高等専門学校その他試験研究機関をいう。）における研究活動や成果

の普及は、小規模企業者自身が持つ研究開発機能を補完するなど小規模企業の振興に資す

るものであることから、大学等の役割として、小規模企業者の新商品や新技術の開発など

への助言や、研究成果の普及等の役割があることを示しています。

◆ 北海道科学技術振興条例において、大学等が企業との連携による研究成果の実用化・事

業化を通じて地域の活性化に貢献することを大学等の役割として定めており、大学等にお

いてさまざまな地域貢献のための取組が行われています。本条に規定した「新商品や新技

術の開発などへの助言や、研究成果の普及」のほか、人材育成や起業家教育への協力、各

種分析・試験の実施などの取組の実施が想定されます。

北海道科学技術振興条例（平成20年3月31日条例第4号）

（大学等の役割）

第５条 大学等は、基本理念にのっとり、人材の育成並びに研究及びその成果の社会への還元等を通じ、

地域貢献及び地域における知の拠点としての機能の充実に努めるものとする。

北海道科学技術振興条例逐条解説（第5条）

◆ 大学等においては、教育・研究機関としての役割に加え、近年は研究成果の社会還元等による地域

貢献の機運が高まっており、関係機関・企業等との連携による研究開発や人材育成のほか、広く一般

道民を対象とした開放事業や公開講座を行うなど様々な取組が行われています。

◆ 本条において、大学等は、科学技術や地域の産業の次代を担う人材の育成をはじめ、本道の地域特

性を生かした研究開発や企業等との連携による研究成果の実用化・事業化等を通じて、地域の活性化

に貢献するとともに、集積した人材や知識を生かした「知の拠点」としての機能の充実に努めること

が求められていることを示すものです。
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（小規模企業者以外の事業者の役割）

第９条 小規模企業者以外の事業者は、基本理念にのっとり、地域の経済及び雇用を支え

る担い手である小規模企業の果たす役割の重要性について理解を深めるとともに、

小規模企業の事業機会の創出その他小規模企業者に対する必要な協力を行うよう努

めるものとする。

２ 小規模企業者以外の事業者は、道が実施する小規模企業の振興に関する施策に協

力するよう努めるものとする。

【解 説】

本条では、小規模企業者以外の事業者の役割を規定しています。

《第1項》

◆ 小規模企業者以外の事業者とは、大企業及び中堅企業（小規模企業者以外の中小企業者）

で、その事業に関し小規模企業者と関係のあるものをいいます。小規模企業者以外の事業

者は、小規模企業と比較して企業数こそ少ないものの、多くの労働者を雇用し、また地域

の中で取引が集中している企業があるなど、その事業活動は地域に大きな影響力を持って

いること、小規模企業者以外の事業者からの受注により仕事を確保している小規模企業者

があることから、小規模企業の果たす役割について理解を深めるとともに、小規模企業の

事業機会の創出その他の小規模企業者に対する必要な協力を行うよう努める役割があるこ

とを示しています。

◆ 「小規模企業の事業機会の創出」とは、小規模企業以外の事業者による、小規模企業者

への発注の拡大やそれに係る情報の提供、小規模企業者が供給する商品やサービスの活用

などをいいます。

◆ 小規模企業振興基本法第8条第3項に準じ、本条例では第1条において、小規模企業者

以外の事業者については「その事業に関し小規模企業者と関係がある事業者に限る」もの

と規定していますが、その事業に関し小規模企業者と関係がない事業者についても、第４

条の道の責務において、道は小規模企業者の役割について理解を深めるよう努めることと

規定しています。

《第２項》

◆ 本項では、小規模企業振興基本法第８条第３項の規定と同様、小規模企業者以外の事業

者は、道が実施する小規模企業の振興に関する施策に協力するよう努める役割があること

を示しています。

小規模企業振興基本法（平成二十六年法律第九十四号）

（小規模企業者の努力等）

第八条

３ 小規模企業者以外の者であって、その事業に関し小規模企業と関係があるものは、国及び地方公共

団体が行う小規模企業の振興に関する施策の実施について協力するようにしなければならない。
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（市町村との連携等）

第10条 道は、小規模企業の振興を図る上で市町村が果たす役割の重要性に鑑み、市町

村が行う地域の実情に応じた小規模企業の振興に関する取組に対して連携協力す

るとともに、小規模企業の振興に関して必要があると認めるときは、市町村に対

し必要な協力を要請するものとする。

【解 説】

本条では、市町村との連携等について規定しています。

◆ 市町村は、住民に最も身近な基礎自治体として、住民生活、地域社会全般に対する責任

を有しており、地域の実情に最も精通していることから、小規模企業の振興に関し、重要

な役割を果たすことが期待されます。

本条例第３条第２項において、「小規模企業の振興は、道と市町村などの適切な役割分

担の下に、一体的に推進する」と規定していますが、市町村は道と対等な関係にある地方

公共団体であり、市町村自らが自主的に小規模企業の振興に関する取組を実施できること

から、本条例では、市町村が行う地域の実情に応じた小規模企業の振興に関する取組に対

して道が連携協力することを示し、市町村が行う「経営体質の強化」「事業の承継の円滑

化」「創業等の促進」の具体的な取組を連携・協力しながら一体となって展開していきま

す。

◆ また、小規模企業の振興に関し必要があると認めるときは、市町村に対して必要な協力

を要請することを示しています。必要がある場合の例としては、産業競争力強化法に基づ

く創業支援事業計画の策定依頼や、本条例第15条に規定する、地域における支援体制の

整備に関する要請などを想定しています。



- 11 -

第２章 小規模企業の振興に関する基本的施策

この章では、第４条に定める道の責務に関連し、小規模企業の振興に関し道が取り組む基本

的施策について規定しています。

（施策の基本方針）

第11条 道は、次に掲げる基本方針に基づき、小規模企業の振興に関する施策を総合的

に推進するものとする。

(1) 小規模企業の経営体質の強化（経営資源、人材及び財務の状況を向上させることを

いう。次条及び第16条において同じ。）を図ること。

(2) 小規模企業の事業の承継の円滑化を図ること。

(3) 小規模企業に係る創業及び新たな事業分野への進出（第14条及び第16条において

「創業等」という。）の促進を図ること。

【解 説】

本条では、道が３つの基本方針に基づき、小規模企業の振興に関する施策を総合的に推

進することを規定しています。

◆ この３つの基本方針は、道が、国の小規模企業振興基本法の制定や同法に基づく基本計

画の策定などを踏まえ、地域の経済・雇用を支える小規模企業の振興がどうあるべきかに

ついて、平成２７年３月に取りまとめた「本道の小規模企業振興のあり方」の中で「小規

模企業の振興に向けた基本的な考え方」として示した、「経営体質の強化や円滑な事業承

継の実現により企業が事業活動を維持し持続的に発展していけるようにすること、また、

起業や第二創業を促進し、企業の新陳代謝を活発にしていくことを重視していく必要があ

る」との記述を踏まえています。

◆ 「経営体質の強化」とは、小規模企業の事業の持続のためには、設備や技術、従業員や

経営者の知識や技術情報などの企業が持つ経営資源と、新たな人材がもたらす知識や発想、

健全な財務状況が必要なことから、中小企業基本法第２条第４項に定める「経営資源」に

小規模企業者の人材及び財務の状況を加えたものの強化を図ることとしています。

中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五十四号）

（中小企業者の範囲及び用語の定義）

第二条

４ この法律において「経営資源」とは、設備、技術、個人の有する知識及び技能その他の事業活動

に活用される資源をいう。



- 12 -

（経営体質の強化）

第12条 道は、小規模企業の経営体質の強化を図るため、小規模企業関係団体による経

営指導の促進、小規模企業の事業活動に有用な知識、技能等に係る研修の充実、

小規模企業の事業活動を担う人材の育成、道外からの人材の誘致その他の必要な

措置を講ずるものとする。

【解 説】

本条では、小規模企業の振興に関する施策の基本方針の一つである、小規模企業の経営

体質の強化を促進する施策を実施していくことを規定しています。

◆ 道は、小規模企業の経営体質の強化を図るため、小規模企業関係団体による経営指導の

促進、小規模企業の事業活動に有用な知識、技能等に係る研修の充実、小規模企業の事業

活動を担う人材の育成、道外からの人材の誘致などの施策に取り組むこととしています。

◆ 「その他の必要な施策」としては、売上げの拡大に向けた商談会の開催などの販路拡大

支援や、各種支援施策などの情報の提供、国や企業などと連携した人材確保に向けた取組

などが想定されます。

◆ また、第17条で、具体的な方策を示す「小規模企業振興方策」を策定することとして

います。（平成２８年７月に策定済み。）

（事業の承継の円滑化）

第13条 道は、小規模企業の事業の承継の円滑化を図るため、経営者の意識の醸成、後

継者の育成等に係る研修の充実、事業の承継に関する情報の提供、事業の承継を

支援する人材の育成、専門家による相談体制の整備その他の必要な措置を講ずる

ものとする。

【解 説】

本条では、小規模企業の振興に関する施策の基本方針の一つである、事業の承継の円滑

化を促進する施策を実施していくことを規定しています。

◆ 道は、小規模企業の事業の承継の円滑化を図るため、経営者の意識の醸成、後継者の育

成等に係る研修の充実、事業の承継に関する情報の提供、事業の承継を支援する人材の育

成、専門家による相談体制の整備などの施策に取り組むこととしています。

◆ 「その他の必要な施策」としては、後継者不在の企業と後継候補者とのマッチングの促

進などが想定されます。

◆ また、第17条で、具体的な方策を示す「小規模企業振興方策」を策定することとして

います。（平成２８年７月に策定済み。）
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（創業等の促進）

第14条 道は、小規模企業に係る創業等の促進を図るため、創業等の準備の段階からそ

の創業等に係る事業の健全な発展の段階までの各段階に応じた研修の充実及び情

報の提供、起業家等による創業等のための相談体制の整備その他の必要な措置を

講ずるものとする。

【解 説】

本条では、小規模企業の振興に関する施策の基本方針の一つである、創業等を促進する

施策を実施していくことを規定しています。

◆ 道は、創業等の促進を図るため、創業等の準備の段階からその創業等に係る事業の健全

な発展の段階までの各段階に応じた研修の充実及び情報の提供、起業家等による創業等の

ための相談体制の整備などの施策に取り組むこととしています。

◆ 「創業等」には、第11条に定めるとおり、創業と同様新規の事業展開がなされること

から、一般に「第二創業」といわれる、既に事業を営んでいる企業を後継者が引き継ぎ、

業態転換や新事業・新分野に進出するものを含みます。

◆ 創業等を促進するためには、起業を将来の選択肢の一つとして認識している方々、起業

したいと考えているが具体的な準備に至っていない方々、起業に向けて具体的な準備をし

ている方への支援に加え、起業を実現した方についても、起業後経営体制を構築し、経営

を安定させることができるまでの間の支援が必要であることから、本条では、「創業等の

準備の段階からその創業等に係る事業の健全な発展の段階までの各段階に応じた」研修の

充実及び情報の提供を行うこととしています。

◆ 「その他の必要な施策」としては、この条で例示の他に、企業応援税制の活用促進など

が想定されます。

◆ また、第17条で、具体的な方策を示す「小規模企業振興方策」を策定することとして

います。（平成２８年７月に策定済み。）



- 14 -

（地域における支援体制の整備）

第15条 道は、各地域における小規模企業を支援する体制の整備を図るため、小規模企

業者と小規模企業関係団体、金融機関及び大学等との連携の促進その他の必要な

措置を講ずるものとする。

２ 道は、小規模企業を支援する体制の整備に当たっては、事業の承継等に係る小

規模企業の秘密が保持されるよう配慮しなければならない。

【解 説】

本条では、地域における支援体制を整備していくことを規定しています。

《第1項》

◆ 小規模企業の抱える経営課題が複雑化・多様化・高度化し、対応には専門的な知識が必

要なことから、道は、地域の小規模企業関係団体、金融機関、大学等及び地域で活動して

いる専門家などと連携し、第11条で規定した施策の基本方針の「経営体質の強化」「事業

の承継の円滑化」「創業等の促進」毎に、地域における、幅広い関係者からなるきめ細か

な小規模企業を支援する体制の整備を図ることとしています。

《第2項》

◆ 道が、前項に規定する地域における支援体制の整備を図るに当たっては、特に事業承継

に係る相談に関しては、小規模企業者が安心して相談等ができるよう、秘密が保持される

よう配慮しなければならないことを定めています。

（円滑な資金の供給）

第16条 道は、小規模企業の経営体質の強化及び事業の承継の円滑化並びに小規模企業

に係る創業等の促進を図るため、金融機関等と連携し、小規模企業者、小規模企

業の事業の譲渡を受けようとする者及び小規模企業に係る創業を行おうとする者

に対する資金が円滑に供給されるよう必要な措置を講ずるものとする。

【解 説】

本条では、円滑な資金の供給について規定しています。

◆ 道は、第11条で規定した施策の基本方針の「経営体質の強化」「事業の承継の円滑化」

「創業等の促進」を図るため、金融機関等と連携し、小規模企業者、小規模企業の事業を

承継しようとする者、創業を行おうとする者に対する資金が円滑に供給されるよう、関係

機関と連携し、制度融資の充実やクラウドファンディングをはじめ新たな資金調達手法の

周知・検討など、必要な措置を講ずることとしています。
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（小規模企業振興方策）

第17条 道は、小規模企業の振興を図るための具体的な方策（以下この条において「小

規模企業振興方策」という。）を策定するものとする。

２ 道は、小規模企業振興方策を策定したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。

３ 前項の規定は、小規模企業振興方策を変更した場合について準用する。

【解 説】

本条では、小規模企業振興方策について規定しています。 《第1項》

◆ 道は、条例の実効性の確保のため、小規模企業の振興を図るための取組の方向性を示す、

「小規模企業振興方策」を策定することとしています。（平成２８年７月に、概ね向こう

５年間の振興方策を策定済み。）

《第2項》

◆ 小規模企業振興方策は、関係者のみならず広く道民の皆様に知っていただく必要がある

ため、遅滞なく公表することとしています。

《第3項》

◆ 小規模企業振興方策を変更した場合、前項に準じ、遅滞なく公表することとしています。

（財政上の措置）

第18条 道は、小規模企業の振興に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置を

講ずるよう努めるものとする。

【解 説】

本条では、財政上の措置について規定してます。

◆ 道は、第11条から第17条まで及び第19条に掲げた基本的施策を実施するため、必要

な予算の確保に努めることとしています。

（顕彰）

第19条 道は、小規模企業の振興に関して顕著な功績があったものに対し顕彰を行うも

のとする。

【解 説】

本条では、小規模企業に対する顕彰の実施について規定してます。

◆ 小規模企業は、一般的に情報発信力が乏しく、認知度の向上を図ることが困難な部分が

あることから、その小規模企業の振興に係る顕著な功績等を発信し、対象となる小規模企

業の認知度を高めることは、併せて他の小規模企業の模範となることが期待され、小規模

企業の振興に資することとなるため、道が顕彰を実施することとしています。
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北海道小規模企業振興条例

（平成２８年条例第１６号）

目次

前文

第１章 総則（第１条－第10条）

第２章 小規模企業の振興に関する基本的施策（第11条

－第19条）

附則

道内の企業数の約９割を占める小規模企業は、地域の経

済及び雇用を支える重要な担い手であり、地域経済の健全

な発展と地域社会の安定に必要不可欠な存在である。

しかしながら、本道においては、全国を上回るスピード

で少子高齢化が進行していることにより、生産活動及び消

費活動の両面での深刻な影響が懸念され、さらに、小規模

企業においては、需要の減退による競争の激化や後継者の

不在などにより、その取り巻く環境は極めて厳しい状況に

ある。

こうした状況の下では、小規模企業者のみならず、国、

道、市町村、小規模企業関係団体などの全ての関係者が危

機感を共有し、経済社会情勢の変化に的確に対応しながら、

一体となって地域の小規模企業の持続的な発展を図ってい

くことが先人たちから継承してきた私たちのふるさとを将

来に引き継いでいく上で極めて重要である。

このような考え方に立って、小規模企業の振興を通じ、

地域経済の活性化及び安心して暮らし続けることができる

地域社会の実現に寄与するため、道民の総意としてこの条

例を制定する。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、小規模企業の振興に関し、基本理念

を定め、並びに道の責務並びに小規模企業者、小規模企

業関係団体、金融機関、大学等及び小規模企業者以外の

事業者（その事業に関し小規模企業者と関係がある事業

者に限る。第３条第２項及び第９条において同じ。）の

役割等を明らかにするとともに、道の施策の基本となる

事項を定めることにより、小規模企業の振興に関する施

策を総合的に推進し、もって地域経済の活性化及び地域

社会の持続的な発展に資することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。

(１) 小規模企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154

号）第２条第５項に規定する小規模企業者であって、

道内に事業所を有するものをいう。

(２) 小規模企業関係団体 商工会、商工会議所その他の

小規模企業者の支援に関係する団体をいう。

(３) 大学等 大学及び高等専門学校その他試験研究機関

をいう。

（基本理念）

第３条 小規模企業の振興は、小規模企業が地域の経済及

び雇用を支える担い手であり、地域社会において重要な

役割を担っていることに鑑み、その事業の持続的な発展

が図られるよう、小規模企業の経営環境及び経営実態そ

の他地域の実情に応じて総合的に推進されなければなら

ない。

２ 小規模企業の振興は、国、道、市町村、小規模企業者、

小規模企業関係団体、金融機関、大学等及び小規模企業

者以外の事業者の適切な役割分担の下に、一体的に推進

されなければならない。

３ 小規模企業の振興に当たっては、小規模企業者がその

経営資源（設備、技術、個人の有する知識及び技能その

他の事業活動に活用される資源をいう。第11条第１号に

おいて同じ。）を有効に活用し、その活力の向上が図ら

れ、円滑かつ着実な事業の運営が確保されるよう考慮さ

れなければならない。

４ 小規模企業の振興に当たっては、個別の小規模企業の

経営の規模及び形態を踏まえ、その主体性が十分に発揮

されるよう配慮されなければならない。

（道の責務）

第４条 道は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」

という。）にのっとり、小規模企業の振興に関する総合

的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

２ 道は、前項の施策の推進に当たっては、国、市町村、

小規模企業者、小規模企業関係団体、金融機関及び大学

等と緊密な連携を図るものとする。

３ 道は、小規模企業が地域経済の活性化及び道民生活の

向上に貢献し、並びに地域社会において重要な役割を担

っていることについて、道民の理解を深めるよう努めな

ければならない。

（小規模企業者の努力）

第５条 小規模企業者は、基本理念にのっとり、その事業

の持続的な発展を図るため、円滑かつ着実な事業の運営

に努めるとともに、その事業活動を通じて地域の振興に

資するよう努めるものとする。

２ 小規模企業者は、その事業の持続的な発展に関し、地

域における他の小規模企業者、小規模企業関係団体、金

融機関及び大学等と連携するよう努めるものとする。

（小規模企業関係団体の役割）

第６条 小規模企業関係団体は、基本理念にのっとり、小

規模企業の経営の改善及び向上に資するよう小規模企業

を積極的に支援するとともに、その支援に当たっては、

他の小規模企業関係団体及び金融機関等と相互に連携す

るよう努めるものとする。

２ 小規模企業関係団体は、国、道、市町村等が行う小規

模企業の振興に向けた取組に参画するよう努めるものと

する。

（金融機関の役割）

第７条 金融機関は、基本理念にのっとり、小規模企業へ

の円滑な資金の供給及び小規模企業の経営の支援を行う

とともに、小規模企業に対する支援及び協力を通じ、地
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域経済の活性化に努めるものとする。

（大学等の役割）

第８条 大学等は、基本理念にのっとり、小規模企業者が

行う新商品及び新技術の開発その他の事業活動に関して

必要な助言、研究成果の普及等を行うよう努めるものと

する。

（小規模企業者以外の事業者の役割）

第９条 小規模企業者以外の事業者は、基本理念にのっと

り、地域の経済及び雇用を支える担い手である小規模企

業の果たす役割の重要性について理解を深めるとともに、

小規模企業の事業機会の創出その他小規模企業者に対す

る必要な協力を行うよう努めるものとする。

２ 小規模企業者以外の事業者は、道が実施する小規模企

業の振興に関する施策に協力するよう努めるものとする。

（市町村との連携等）

第10条 道は、小規模企業の振興を図る上で市町村が果た

す役割の重要性に鑑み、市町村が行う地域の実情に応じ

た小規模企業の振興に関する取組に対して連携協力する

とともに、小規模企業の振興に関して必要があると認め

るときは、市町村に対し必要な協力を要請するものとす

る。

第２章 小規模企業の振興に関する基本的施策

（施策の基本方針）

第11条 道は、次に掲げる基本方針に基づき、小規模企業

の振興に関する施策を総合的に推進するものとする。

(１) 小規模企業の経営体質の強化（経営資源、人材及び

財務の状況を向上させることをいう。次条及び第16

条において同じ。）を図ること。

(２) 小規模企業の事業の承継の円滑化を図ること。

(３) 小規模企業に係る創業及び新たな事業分野への進出

（第14条及び第16条において「創業等」という。）の

促進を図ること。

（経営体質の強化）

第12条 道は、小規模企業の経営体質の強化を図るため、

小規模企業関係団体による経営指導の促進、小規模企業

の事業活動に有用な知識、技能等に係る研修の充実、小

規模企業の事業活動を担う人材の育成、道外からの人材

の誘致その他の必要な措置を講ずるものとする。

（事業の承継の円滑化）

第13条 道は、小規模企業の事業の承継の円滑化を図るた

め、経営者の意識の醸成、後継者の育成等に係る研修の

充実、事業の承継に関する情報の提供、事業の承継を支

援する人材の育成、専門家による相談体制の整備その他

の必要な措置を講ずるものとする。

（創業等の促進）

第14条 道は、小規模企業に係る創業等の促進を図るため、

創業等の準備の段階からその創業等に係る事業の健全な

発展の段階までの各段階に応じた研修の充実及び情報の

提供、起業家等による創業等のための相談体制の整備そ

の他の必要な措置を講ずるものとする。

（地域における支援体制の整備）

第15条 道は、各地域における小規模企業を支援する体制

の整備を図るため、小規模企業者と小規模企業関係団体、

金融機関及び大学等との連携の促進その他の必要な措置

を講ずるものとする。

２ 道は、小規模企業を支援する体制の整備に当たっては、

事業の承継等に係る小規模企業の秘密が保持されるよう

配慮しなければならない。

（円滑な資金の供給）

第16条 道は、小規模企業の経営体質の強化及び事業の承

継の円滑化並びに小規模企業に係る創業等の促進を図る

ため、金融機関等と連携し、小規模企業者、小規模企業

の事業の譲渡を受けようとする者及び小規模企業に係る

創業を行おうとする者に対する資金が円滑に供給される

よう必要な措置を講ずるものとする。

（小規模企業振興方策）

第17条 道は、小規模企業の振興を図るための具体的な方

策（以下この条において「小規模企業振興方策」という。）

を策定するものとする。

２ 道は、小規模企業振興方策を策定したときは、遅滞な

く、これを公表しなければならない。

３ 前項の規定は、小規模企業振興方策を変更した場合に

ついて準用する。

（財政上の措置）

第18条 道は、小規模企業の振興に関する施策を推進する

ため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとす

る。

（顕彰）

第19条 道は、小規模企業の振興に関して顕著な功績があ

ったものに対し顕彰を行うものとする。

附 則

１ この条例は、平成28年４月１日から施行する。

２ 知事は、この条例の施行の日から起算して５年を経過

するごとに、社会経済情勢の変化等を勘案し、この条例

の施行の状況等について検討を加え、その結果に基づい

て必要な措置を講ずるものとする。



参考資料３

■都道府県の中小企業振興条例・小規模企業振興条例の制定状況

都道府県 条　　例　　名　　称 制定年

1 北海道
北海道経済構造の転換を図るための企業立地の促進及び中小企業の競争力の強化に関する条例
北海道小規模企業振興条例

平成19年
平成28年

2 青森 青森県中小企業振興基本条例 平成19年

3 岩手 岩手県中小企業振興条例 平成27年

4 宮城 宮城県中小企業・小規模企業の振興に関する条例 平成27年

5 秋田 秋田県中小企業振興条例 平成26年

6 山形 山形県中小企業振興条例 平成24年

7 福島 福島県中小企業振興基本条例 平成18年

8 茨城 茨城県産業活性化推進条例 平成16年

9 栃木 栃木県中小企業・小規模企業の振興に関する条例 平成27年

10 群馬 群馬県小規模企業振興条例 平成28年

11 埼玉 埼玉県中小企業振興基本条例 平成26年

12 千葉 千葉県中小企業の振興に関する条例 平成19年

13 東京 東京都中小企業・小規模企業振興条例 平成30年

14 神奈川 神奈川県中小企業活性化推進条例 平成20年

15 山梨 山梨県中小企業・小規模企業振興条例 平成28年

16 長野 長野県中小企業振興条例 平成26年

17 新潟 新潟県小規模企業の振興に関する基本条例 平成27年

18 富山 富山県中小企業の振興と人材の育成等に関する基本条例 平成24年

19 石川 ふるさと石川の地場産業を担い地域経済を支える中小企業の振興に関する条例 平成27年

20 福井 福井県中小企業振興条例 平成21年

21 静岡 静岡県中小企業・小規模企業振興基本条例 平成28年

22 愛知 愛知県中小企業振興基本条例 平成24年

23 三重
三重県地域産業振興条例
三重県中小企業・小規模企業振興条例

平成17年
平成26年

24 岐阜 岐阜県中小企業・小規模企業振興条例 平成28年

25 滋賀 滋賀県中小企業の活性化の推進に関する条例 平成24年

26 京都 京都府中小企業応援条例 平成19年

27 大阪 大阪府中小企業振興基本条例 平成22年

28 兵庫 兵庫県中小企業の振興に関する条例 平成27年

29 奈良
奈良県中小企業振興基本条例
奈良県小規模企業振興基本条例

平成20年
平成29年

30 和歌山 和歌山県中小企業振興条例 平成25年

31 鳥取 鳥取県産業振興条例 平成24年

32 島根 島根県中小企業・小規模企業振興条例 平成27年

33 岡山 岡山県中小企業振興条例 平成23年

34 広島 広島県中小企業・小規模企業振興条例 平成29年

35 山口 山口県ふるさと産業振興条例 平成20年

36 香川 香川県中小企業振興条例 平成24年

37 徳島 徳島県経済飛躍のための中小企業の振興に関する条例 平成20年

38 愛媛 ふるさと愛媛の中小企業振興条例 平成24年

39 高知 高知県中小企業・小規模企業振興条例 令和３年

40 福岡 福岡県中小企業振興条例 平成27年

41 佐賀 佐賀県中小企業・小規模企業振興条例 平成30年

42 長崎 長崎県中小企業・小規模企業の振興に関する条例 平成27年

43 熊本 熊本県中小企業振興基本条例 平成19年

44 大分 大分県中小企業活性化条例 平成25年

45 宮崎 宮崎県中小企業振興条例 平成25年

46 鹿児島 中小企業の振興に関するかごしま県民条例 平成24年

47 沖縄 沖縄県中小企業の振興に関する条例 平成20年



振興局名 市町村名 条例の名称 制定年 基本条例 助成条例

美唄市 美唄市中小企業等振興条例 昭和61年 ○
砂川市 砂川市中小企業等振興条例 平成7年 ○
上砂川町 上砂川町企業振興促進条例 昭和48年 ○
浦臼町 浦臼町中小企業振興条例 平成28年 ○

新十津川町企業振興促進条例 平成10年 ○
新十津川町中小企業者応援条例 平成28年 ○

雨竜町 雨竜町小規模企業振興基本条例 令和元年 ○
北竜町 北竜町小規模企業振興基本条例 平成29年 ○
沼田町 沼田町商工業振興条例 令和元年 ○
札幌市 札幌市中小企業振興条例 平成19年 ○
江別市 江別市中小企業振興条例 昭和54年 ○
恵庭市 恵庭市中小企業振興基本条例 平成25年 ○
北広島市 北広島市商工業振興基本条例 平成20年 ○
石狩市 石狩市地場企業等活性化条例 平成10年 ○
新篠津村 新篠津中小企業・小規模企業振興基本条例 令和2年 ○
小樽市 小樽市中小企業振興基本条例 平成30年 ○
島牧村 島牧村小規模企業振興基本条例 平成28年 ○
真狩村 真狩村小規模企業振興基本条例 平成28年 ○
倶知安町 倶知安町中小企業振興基本条例 平成24年 ○
岩内町 岩内町中小企業振興条例 昭和53年 ○
余市町 余市町中小企業振興条例 平成7年 ○
室蘭市 室蘭市中小企業振興条例 平成28年 ○
苫小牧市 苫小牧市中小企業振興条例 平成25年 ○
登別市 登別市中小企業地域経済振興基本条例 平成25年 ○
伊達市 伊達市中小企業振興条例 昭和60年 ○

白老町中小企業振興条例 平成25年 ○
白老町小規模企業振興基本条例 令和2年 ○

日高町 日高町中小企業・小規模企業振興条例 平成31年 ○
新冠町 新冠町中小企業・小規模企業振興条例 令和2年 ○
函館市 函館市中小企業振興基本条例 平成22年 ○
北斗市 北斗市中小企業振興基本条例 平成27年 ○
福島町 福島町小規模企業振興基本条例 平成30年 ○
木古内町 木古内町中小企業・小規模企業振興基本条例 平成29年 ○
七飯町 七飯町小規模企業振興基本条例 平成30年 ○
鹿部町 鹿部町中小企業振興基本条例 平成29年 ○
森町 森町企業立地振興条例 平成17年 ○
江差町 江差町中小企業振興条例 昭和56年 ○
上ノ国町 上ノ国町企業振興促進条例 昭和62年 ○
旭川市 旭川市中小企業振興基本条例 平成23年 ○
士別市 士別市中小企業振興条例 平成18年 ○
名寄市 名寄市中小企業振興条例 平成28年 ○
鷹栖町 鷹栖町中小企業等振興条例 昭和46年 ○
東神楽町 東神楽町中小企業振興条例 昭和50年 ○
比布町 比布町小規模企業振興条例 平成29年 ○
東川町 東川町産業振興支援条例 平成20年 ○
美瑛町 美瑛町中小企業等振興条例 昭和45年 ○
中富良野町 中富良野町商工業総合振興条例 平成10年 ○
和寒町 和寒町中小企業振興条例 平成30年 ○
下川町 下川町中小企業振興基本条例 平成19年 ○
音威子府村 音威子府村中小企業振興基本条例 平成26年 ○

中川町商工業活性化推進条例 令和2年 ○
中川町企業振興促進条例 昭和63年 ○

留萌市 留萌市地元企業応援基本条例 令和3年 ○
天塩町 天塩町中小企業特別融資制度資金利子補給条例 平成１６年 ○
稚内市 稚内市中小企業振興基本条例 平成29年 ○
浜頓別町 浜頓別町中小企業・小規模企業振興基本条例 平成30年 ○
枝幸町 枝幸町中小企業活性化条例 平成27年 ○
利尻町 利尻町商工業応援基本条例 平成31年 ○
利尻富士町 利尻富士町商工業振興条例 令和2年 ○
幌延町 幌延町商工業等振興促進条例 平成28年 ○

後志

胆振

白老町

日高

空知

石狩

宗谷

檜山

上川

渡島

道内市町村の中小企業振興条例・小規模企業振興条例の制定状況

（R３.８.10現在　道中小企業課調べ）
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新十津川町

中川町

留萌



振興局名 市町村名 条例の名称 制定年 基本条例 助成条例

北見市 北見市中小企業振興基本条例 平成25年 ○
網走市 網走市中小企業振興条例 昭和44年 ○
紋別市 紋別市中小企業及び小規模企業振興基本条例 令和元年 ○
美幌町 美幌町中小企業振興条例 昭和55年 ○
津別町 津別町小規模企業振興基本条例 平成30年 ○
斜里町 斜里町商工業振興条例 平成30年 ○
小清水町 ⼩清⽔町中⼩企業経済振興促進助成条例 昭和34年 ○
訓子府町 訓子府町中小企業・小規模企業振興条例 平成30年 ○
置戸町 置戸町中小企業・小規模企業振興基本条例 令和2年 ○
佐呂間町 佐呂間町小規模企業振興基本条例 令和元年 ○
遠軽町 遠軽町商工業振興条例 平成17年 ○
滝上町 滝上町小規模企業振興基本条例 平成30年 ○
西興部村 西興部村中小企業振興基本条例 平成29年 ○
雄武町 雄武町小規模企業振興基本条例 平成31年 ○
帯広市 帯広市中小企業振興基本条例 平成19年 ○
士幌町 士幌町小規模企業振興基本条例 平成29年 ○
鹿追町 鹿追町小規模企業振興基本条例 平成30年 ○
新得町 新得町産業振興基本条例 平成27年 ○
更別村 更別村中小企業振興条例 平成29年 ○
足寄町 足寄町小規模企業振興基本条例 平成29年 ○
陸別町 陸別町小規模企業振興基本条例 平成28年 ○
釧路市 釧路市中小企業基本条例 平成21年 ○
厚岸町 厚岸町中小企業振興基本条例 平成23年 ○
浜中町 浜中町地域企業振興基本条例 令和2年 ○
弟子屈町 弟子屈町中小企業基本条例 平成23年 ○
根室市 根室市中小企業振興基本条例 平成27年 ○
別海町 別海町中小企業振興基本条例 平成21年 ○
中標津町 中標津町中小企業振興基本条例 平成22年 ○
標津町 標津町中小企業等振興基本条例 平成30年 ○
羅臼町 羅臼町産業振興基本条例 平成29年 ○
25市56町6村

振興局名 市町村名 条例の名称（予定） 制定予定
赤平市 未定 未定
奈井江町 未定 未定
月形町 月形町中小企業等振興基本条例 令和4年4月

後志 共和町 検討中 検討中
胆振 壮瞥町 壮瞥町小規模企業振興条例 令和3年9月
渡島 知内町 未定 未定
上川 富良野市 未定 未定
オホーツク 清里町 清里町中小企業・小規模企業振興条例 令和3年度中

音更町 （仮称）音更町中小企業・小規模企業振興基本条例 令和3年12月
豊頃町 未定 未定
本別町 本別町小規模企業振興基本条例 令和3年12月

釧路 鶴居村 未定 未定
2市9町1村

十勝

釧路

空知

十勝

■ 条例制定を予定・検討している

根室

オホーツク



■中小企業関係条例の比較表 

名 称 目 的 基本理念・方針 基本的施策 
助成 

措置 

点検 

時期 

北海道小規模

企業振興条例 

〇道の責務、小規模
企業者・小規模企業
団体等の役割等を明
確化 
 
〇小規模企業の振興
に関する施策を総合
的に推進 
 
〇地域経済の活性化
及び地域社会の持続
的発展 

〇小規模企業の経営環
境、経営実態、地域の実
情に応じて総合的に推
進 
 
〇国や道、市町村、小規
模企業者、関係団体等の
適切な役割分担の下、一
体的に推進 
 
〇小規模企業者の円滑
かつ着実な事業運営の
確保 
 
〇小規模企業の経営規
模等を踏まえ、その主体
性に配慮 

〇経営体質の強化 
 経営指導の促進、研
修の充実、人材の育成、
道外からの人材の誘致
等 
 
〇事業の承継の円滑化 
 研修の充実、情報の
提供、支援人材の育成、
相談体制の整備等 
 
〇創業等の促進 
 各段階に応じた研修
の充実及び情報の提
供、相談体制の整備等 

〇必要な
財政上の
措置を講
ずるよう
努める 

〇条例施
行の日か
ら起算し
て５年を
経過する
ごと 

北海道経済構

造の転換を図

るための企業

立地の促進及

び中小企業の

競争力の強化

に関する条例 

（通称：北海

道産業振興条

例） 

〇企業立地の促進と
中小企業の競争力強
化に関する施策を一
体的・相乗的に推進 
 
〇産業構造の高度化
による自立型経済構
造への転換 
 
〇北海道経済の活性
化と雇用機会の創出 

〇企業立地の促進、中小
企業の競争力強化に関
する施策を一体的かつ
相乗的に推進 
 
〇高い経済的効果を及
ぼす産業の発展を図る 
 
〇成長発展が期待され
る産業の創出・発展 
 
〇地域の特性に応じた
産業の発展を図る 
 
〇商品・役務の付加価値
向上を目指す中小企業
の育成を図る 

〇企業立地及び道内中
小企業の取引参入一体
的促進 
 
〇人材の育成・確保 
 
〇中小企業の経営革
新・産業技術開発の促
進 
 
〇中小企業の道内外に
おける販路等拡大 
 
〇創業、新事業・新産
業の創出促進 
 
〇産学官・産業間の連
携促進 

〇企業立
地の促進
や中小企
業の競争
力強化に
関する助
成の根拠
配慮事項
について
規定 
 
〇助成の
要件、手
続、金額
等は規則
で定める 

〇 平 成
23 年４
月１日を
経過した
とき及び
同日から
起算して
５年を経
過するご
と 

北海道地域商

業の活性化に

関する条例 

〇地域商業の活性化
に関し、基本理念を
定め、道及び事業者
等の責務、道民の役
割を明確化 
 
〇道の施策の基本と
なる事項及び特定小
売事業に係る手続そ
の他必要な事項を定
め、施策を総合的に
推進 
 
〇道民生活の持続的
安定並びに地域経済
及び地域社会の活性
化 

〇地域商業活性化を総
合的に推進 
 
〇地域の実態に応じた
持続的な取組により 
推進 
 
〇地域関係者の適切な
役割分担による協働に
より推進 
 
〇地域におけるまちづ
くりに十分配慮して推
進 

〇地域商業活性化指針
(方策)と地域貢献活動
指針の策定 
 
〇市町村や地域の関係
者による取組を促進す
るための支援 
 
〇優良事例の公表等 
 
〇地域商業の活性化に
関する施策を推進する
ために必要な財政上の
措置努力 

〇必要な
財政上の
措置を講
ずるよう
努める 

〇条例施
行の日か
ら起算し
て５年を
経過する
ごと 

 

参考資料４ 
参考資料５ 
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中小・小規模企業に関する統計データ 

（経済部地域経済局中小企業課） 

１ 企業数の状況 

（１）中小・小規模企業数（2016年） 

区 分 中小企業 

 

大企業 合 計 うち小規模企業 

（中小企業に占める割合） 

北海道 141,386（99.8%） 120,299（84.9%） 283（0.2%） 141,669（100.0%） 

全 国 3,578,176（99.7%） 3,048,390（84.9%） 11,157（0.3%） 3,589,333（100.0%） 

（参照：2021年版 中小企業白書・小規模企業白書） 

 

（２）企業数の推移 

      中小企業・小規模企業数は、本道も全国同様、減少傾向にある。 

 

２ 従業員数の状況 

（１）中小・小規模企業の従業員数（2016年） 

区 分 中小企業 

 

大企業 合 計 うち小規模企業 

（中小企業に占める割合） 

北海道 1,200,804（83.5%） 408,816（28.4%） 237,380（16.5%） 1,438,184（100.0%） 

全 国 32,201,032（68.8%） 10,437,271（22.3%） 14,588,963（31.2%） 46,789,995（100.0%） 

（参照：2021年版 中小企業白書・小規模企業白書） 

 

（２）従業員数の推移 

中小企業・小規模企業の従業員数は、本道も全国同様、減少傾向にある。 
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33,144,529 32,167,484 
33,609,810 32,201,032 

12,817,298 
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1,314,664 
1,239,770 1,265,958 
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511,195 473,607 442,912 408,816 
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（単位：件） （単位：件） 

（単位：件） （単位：件） 

（参照：中小企業白書・小規模企業白書） 

（参照：中小企業白書・小規模企業白書） 

（参照：中小企業白書・小規模企業白書） 

（参照：中小企業白書・小規模企業白書） 
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３ 企業の付加価値額（2015年） 

本道企業の付加価値額は、小規模企業を含む中小企業が全体の約８割を占め、全国平均より大きい。 

 

区分 

中小企業 
 

大企業 合 計 
うち小規模企業 

付加価値額 

（億円） 

構成比 

（％） 

付加価値額 

（億円） 

構成比 

（％） 

付加価値額 

（億円） 

構成比 

（％） 

付加価値額 

（億円） 

構成比 

（％） 

北海道 44,307 78.7 12,743 22.6 12,026 21.3 56,333 100.0 

全 国 1,351,106 52.9 357,443 14.0 1,205,336 47.1 2,556,442 100.0 

※付加価値額とは、企業が事業活動によって生み出した利益。基本的には、売上から原価を差し引いた額。 

 

４ 道内小規模企業数の産業別推移 

卸売・小売業、飲食業などは減少しているが、建設業、サービス業などは増加している。 

産業大分類 
2001年（H13） 

産業大分類 
2009年（H21） 2016年（H28） 2016－2001 

企業数 比率 企業数 比率 企業数 比率 比率（差） 

小規模企業数合計
（農林漁業を除く） 

159,386 ― 
小規模企業数合計
（農林漁業を除く） 

144,616 ― 120,299 ― ― 

鉱業 206 0.13% 
鉱業，採石業，砂利採
取業 

173 0.12% 113 0.10% －0.03 

建設業 20,814 13.03% 建設業 21,095 14.54% 16,797 14.38% 1.35 

製造業 8,829 5.53% 製造業 7,931 5.47% 6,811 5.83% 0.30 

電気・ガス・熱供給・
水道業 

26 0.02% 
電気・ガス・熱供給・
水道業 

30 0.02% 33 0.03% 0.01 

運輸・通信業 3,706 2.32% 
情報通信業 1,095 0.75% 1,044 0.89% 

0.85 
運輸業，郵便業 3,318 2.29% 2,662 2.28% 

卸売・小売業、飲食店 68,162 42.67% 
卸売業，小売業 31,115 21.45% 21,023 18.00% 

－8.35 宿泊業，飲食サービ
ス業 

26,306 18.14% 19,070 16.33% 

金融・保険業 1,939 1.21% 金融業，保険業 1,720 1.19% 1,292 1.11% －0.10 

不動産業 15,117 9.46% 
不動産業，物品賃貸
業 

15,955 11.00% 13,133 11.24% 1.78 

サービス業 40,925 25.62% 

教育，学習支援業 3,486 2.40% 2,937 2.51% 

4.20 

医療，福祉 5,553 3.83% 5,322 4.56% 

複合サービス事業 209 0.14% 250 0.21% 

学術研究，専門・技術
サービス業 

6,082 4.19% 5,001 4.28% 

生活関連サービス
業，娯楽業 

16,336 11.26% 14,165 12.13% 

サービス業(他に分
類されないもの) 

4,634 3.20% 7,156 6.13% 

 
注１）全国の業種別小規模企業数及び小規模企業数合計並びに道内の小規模企業数合計は中小企業白書による。 
注２）道内の各産業大分類別の小規模企業数は経済センサスから道が独自に推計したもの。このため、注１の小規模企業数の合計とは一致しない。 
注３）端数処理の関係で構成比率の合計は100%に一致しない。 

 

 

付加価値額（全国）
小規模企業

約35.7兆円

（14.0％）

中企業 
約99.4兆円 
（38.9％） 

大企業 
約120.5兆円 
（47.1％） 

 

付加価値額（北海道）

小規模企業

約1.3兆円

（22.6％）

中企業 
約3.2兆円 
（56.1％） 

大企業 
約1.2兆円 
（21.3％） 

（単位：件、％） 

（参照：中小企業白書・小規模企業白書） （参照：中小企業白書・小規模企業白書） 
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５ 休廃業、倒産件数の推移 

企業の休廃業・解散は、本道も全国同様、増加傾向にあるが、倒産件数は減少傾向にある。 

 

 

６ ＢＣＰ策定状況の推移 

道内では、胆振東部地震、新型コロナウイルス感染症を契機としてＢＣＰ策定率は上がっている。 
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（単位：件） 

※参照：東京商工リサーチ「休廃業・解散企業」動向調査、「全国企業倒産状況」 

道：倒産 

全国：倒産 

道：休廃業・解散 

全国：休廃業・解散 

（全国） （道） 

2009年金融円滑法制定 

 

H29 H30 H31/R1 R2 R3

全国 14.3 14.7 15.0 16.6 17.6

北海道 10.9 11.7 12.4 17.3 17.9
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策
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率
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（帝国データバンク調べ） 
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７ 企業の正社員の不足割合の推移 

労働力人口の減少に伴い、企業の正社員不足を挙げる割合は高い。 

 

 

８ 社長の平均年齢の推移 
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※参照：帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査」 

（単位：％） 
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９ 生産年齢人口の推移 

少子高齢化の進行により、総人口に占める生産年齢人口の割合は1990年代から減少傾向にある。 

 

 

10 本道の人口推移 

人口減少が急速に進行しており、今後20年足らずで本道人口は約100万人減少する。 
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（単位：％） 

※1960年～2015年は国勢調査による実績値、2020年以降は、国立社会保障・人口問題研究所の推計値による。 
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参照：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「都道府県の将来推計人口」 

65歳以上の高齢者は、2040
年に道民の４割以上を占
める。 

道内の生産年齢人口（15歳

以上 64 歳以下）は、道民

全体の約５割に減少。 

道内の 15 歳未満の人口は
2010 年から半減し、道民全
体の約8.4％の見込み。 

推計値 実績値 

（単位：人） 



 11　本道の人口推移（管内別）

1989（平成元年） 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
減少率％
（2045年/
平成元年）

空知 440,460 432,265 407,115 390,197 368,855 340,062 309,844 280,492 252,997 226,472 201,258 177,240 154,625 ▲ 64.9

石狩 1,947,511 1,983,063 2,124,978 2,217,733 2,282,600 2,319,411 2,365,114 2,388,593 2,377,341 2,345,027 2,292,356 2,218,734 2,131,251 9.4

後志 295,120 290,909 277,641 265,411 252,750 235,647 218,687 196,679 178,117 160,119 142,895 126,583 111,437 ▲ 62.2

胆振 455,874 449,382 445,463 438,699 428,845 419,421 404,206 383,772 363,084 340,864 318,118 294,926 272,118 ▲ 40.3

日高 95,206 94,078 89,454 86,297 82,128 76,322 70,227 62,626 56,314 50,280 44,542 39,100 33,987 ▲ 64.3

渡島 493,099 489,612 477,892 465,704 451,509 433,934 410,741 377,755 349,773 321,565 293,423 265,496 238,609 ▲ 51.6

檜山 65,570 64,240 59,045 55,600 51,562 43,582 38,807 33,485 29,403 25,632 22,112 18,868 15,910 ▲ 75.7

上川 569,502 565,356 554,669 550,918 540,659 528,167 509,984 482,226 457,813 431,294 403,282 373,951 344,463 ▲ 39.5

留萌 79,081 77,333 71,163 66,505 62,191 54,205 48,696 42,774 37,857 33,215 28,853 24,856 21,173 ▲ 73.2

宗谷 96,187 94,544 87,373 81,687 75,854 72,844 67,327 61,196 54,985 49,028 43,374 38,020 33,055 ▲ 65.6

オホーツク 355,322 352,735 343,681 336,707 324,490 310,057 293,259 276,153 257,448 238,226 218,958 199,468 180,148 ▲ 49.3

十勝 360,322 358,939 359,084 361,943 358,201 352,164 346,566 335,621 325,611 314,077 301,722 288,298 273,725 ▲ 24.0

釧路 299,369 297,176 287,724 278,146 267,339 253,126 239,477 223,240 208,707 193,642 178,282 162,733 147,313 ▲ 50.8

根室 93,753 92,939 89,781 87,280 85,150 81,952 78,275 72,003 67,104 62,151 57,182 52,154 47,159 ▲ 49.7

北海道 5,646,376 5,642,571 5,675,063 5,682,827 5,632,133 5,520,894 5,401,210 5,216,615 5,016,554 4,791,592 4,546,357 4,280,427 4,004,973 ▲ 29.1

【参照】総合政策部統計課「住民基本台帳人口」（1989年～2015年）、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」（2020年～2045年）

＜単位：人、％＞
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